
【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

6 －1 －3 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,500,000 1,500,000 0 500,000 500,000 2,000,000

1,400,000 1,400,000 1,000,000 1,000,000 600,000 1,500,000 2,500,000 4,600,000 7,000,000

626,000 626,000 626,000 1,878,000 545,000 545,000 1,635,000 204,000 204,000 204,000 204,000 816,000 4,329,000

626,000 682,000 720,000 2,028,000 433,000 278,000 1,256,000 204,000 185,000 286,000 218,000 893,000 4,177,000

656,000 719,800 553,000 1,928,800 279,800 204,000 915,400 186,500 308,800 209,400 177,600 882,300 3,726,500

1,398,000 1,398,000 1,398,000 4,194,000 1,656,000 1,656,000 4,968,000 2,167,000 2,167,000 2,167,000 2,167,000 8,668,000 17,830,000

1,398,000 1,493,000 18,000 2,909,000 1,883,000 2,035,000 5,574,000 2,167,000 2,243,000 2,448,000 2,252,000 9,110,000 17,593,000

1,302,397 1,385,673 183,523 2,871,593 846,509 2,156,546 4,741,861 2,200,461 1,477,303 669,449 91,920 4,439,133 12,052,587

2,024,000 2,024,000 2,024,000 6,072,000 2,201,000 2,201,000 6,603,000 2,371,000 2,371,000 2,371,000 2,371,000 9,484,000 22,159,000

2,024,000 2,175,000 2,238,000 6,437,000 2,316,000 2,313,000 6,830,000 2,371,000 2,428,000 2,734,000 2,970,000 10,503,000 23,770,000

1,958,397 2,105,473 2,136,523 6,200,393 2,126,309 2,360,546 6,657,261 2,386,961 2,386,103 2,378,849 2,769,520 9,921,433 22,779,087

計　画　額

2,170,406

賃金
2,201,000円
賄材料費
112,000円

賃金
2,160,000円
賄材料費
156,000円

保護者の多様な勤務体制により延長保育が必要な児童を適切に保育できる。

国 費 計　画　額

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 市立保育所延長保育事業 平成　7　年度　～　　　―　年度

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

平成７年度より18時から19時の延長保育事業を開始し、平成15年度より通常保育開始時間を８時から７時30分へ30分早め、平成16年度まで18時30分から19時までの30分が特別保育の補助対象となっていた。
(補助対象は通常保育時間が11時間を越える場合については補助対象となっていた。)。
現在では、補助が一般財源化され一部交付金化されている。
平成27年度より「子ども子育て支援新制度」が始まり、保育時間が保育の必要量に応じて区分され、標準時間保育は７時15分～18時15分、短時間保育は８時～16時とされた。これに伴い、延長保育時間も変更となり、標準時間保育は18時15分
～19時(日額200円）、短時間保育は７時15分～８時（日額100円）、16時～18時15分（日額200円）、18時15分～19時（日額200円）の３区分となった。

目的
(何のために実施する
のか）

通常保育の時間を延長して保育を実施することにより、保護者の多様な勤務体制に対応した保育ニーズに応え、保育
サービスの充実につながる。

全ての保育所において18時から19時までの間、間食を提供のうえ延長保育を行う。延長保育を利用した場合は日額200円
の延長保育料を徴収する。

事業性質区分

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

新規・継続 2－2－1 社会福祉課子ども保育係

予算計上額

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

保護者の勤務時間により延長保育を必要と認める児童及びその保護者。

予算計上額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

地 方 債

545,000

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額 545,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

実　績　額

実　績　額 431,600

一 般 財 源 計　画　額 1,656,000

実績との比較
（増減理由）

利用児童数減に
よる人件費・賄
材料費の執行残

予算策定時の利
用児童見込数よ
り、実績が下
回ったことによ
る執行残

予算策定時の利
用児童見込数よ
り、実績が下
回ったことによ
る執行残

利用見込み児童
数減による賄材
料費の減、人件
費改定による増

利用見込み児童
数減による賄材
料費の減、人件
費改定による増

利用見込み児童
数減による賄材
料費の減、人件
費改定による増

利用見込み児童
数減による賄材
料費の減、人件
費改定による増

実　績　額

利用見込み児童
数減による賄材
料費の減、人件
費改定による増

利用見込み児童
数増による賄材
料費の増、人件
費改定による増

前年度予算と
の比較

（増減理由）

利用見込み児童
数増による人件
費の増

1,738,806

2,201,000

実　績　額

会計年度任用職
員制度に係る人
件費の増

予算計上額 1,656,000

事業費予算の
内容

人件費の微減 利用児童数の見
込みを下回った
ことによる人件
費の減

利用児童数の見
込みを下回った
ことによる人件
費及び賄材料費
の減

事 業 費 合 計

実　績　額

賃金
1,828,000円
賄材料費
196,000円

利用見込み児童
数増による賄材
料費の増、人件
費改定による増

利用見込み児童
数増による賄材
料費の増、人件
費改定による増

計　画　額 2,201,000

賃金
2,014,000円
賄材料費
187,000円

予算計上額

利用児童数減に
よる賄材料費の
執行残

利用児童数減に
よる人件費減の
執行残

１歳児利用のた
めの保育士配置
により人件費微
増

人件費の微増

賃金
1,975,000円
賄材料費
263,000円

賃金
1,928,000円
賄材料費
247,000円

報酬
2,630,000円
職員手当･旅費
238,000円
賄材料費
102,000円

賃金
2,626,000円
賄材料費
108,000円

賃金
2,334,000円
賄材料費
94,000円

賃金
2,263,000円
賄材料費
108,000円



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 3 3 3 3 3 3 3 3 3

実績値 3 3 3 3 3 3 3 3 3

計画値 3,130 3,130 3,130 3,130 3,130 3,130 3,130 3,130 3,130

実績値 3,280 3,599 2,765 1,399 1,020 933 1,545 1,074 906

達成されている 達成されている 達成されている

上がっている 上がっていない 上がっていない

少し上がっている 上がっていない 上がっていない

総合評価 極めて良好である 普通である 普通である

自己分析：
延長保育を利用
する世帯が増え
てきており、実
績値は計画値を
上回り事業目的
を達成してい
る。

自己分析：
事業達成度にお
いては、計画値
通り達成され
た。事業成果に
ついては、実績
値が計画値に対
し、114.98％で
あることから、
成果があった。
効率性では、計
画値において1
人当たりの費用
は約647円で、
実績値では約
585円となり、
効率的に事業を
実施できている
と考える。

自己分析：
事業の成果につ
いては、計画の
88.33%で未達成
であった。しか
し、利用できる
環境を整えた中
での利用減であ
り、保護者の労
働環境に左右さ
れるものである
から、やむを得
ないものと考え
る。

判断理由：
活動の計画値が限
度であるが、達成
している。成果に
ついては、平成24
年度から25年度に
かけて増加傾向で
あり、実績値が計
画値に対し
114.98％であるこ
とから、成果が上
がっている。効率
性については、計
画値において児童
1人当たりに費用
は約647円であっ
たが、25年度の実
績値では約585円
となった。以上の
事から、極めて良
好であると判断し
た。

自己分析：
成果指標の計画
値については未
達成だが、本事
業においては保
護者の労働環境
に左右されるも
のであるため、
ある程度やむを
得ないものであ
る。
延長保育を必要
としている保護
者に対しての保
育環境は整って
いるので、適切
に事業を実施で
きていると考え
る。

自己分析：
成果指標の計画
値については未
達成だが、本事
業においては保
護者の労働環境
に左右されるも
のであるため、
ある程度やむを
得ないものであ
る。
延長保育を必要
としている保護
者に対しての保
育環境は整って
いるので、適切
に事業を実施で
きていると考え
る。

判断理由：
成果については、
平成25年度から利
用人数が減少傾向
であり、指標には
達していない。効
率性については、
計画値において児
童1人当たりに費
用は約703円で
あったが、27年度
の実績値では約
1,507円となり、
効率性という意味
では上がっていな
いが、延長保育は
保護者の労働形態
に応じた保育形態
のため今後も必要
なことから普通で
あると判断した。

自己分析：
成果指標の計画
値については未
達成となった。
年々減少傾向に
あるが、就労形
態の多様化な
ど、保護者の労
働環境に左右さ
れるものである
ため、ある程度
やむを得ないも
のである。
延長保育を必要
としている保護
者に対しての保
育環境は整って
いるので、適切
に事業を実施で
きていると考え
る。

自己分析：
成果指標の計画
値については未
達成となった
が、利用延児童
数は昨年度を上
回った。
保護者の労働環
境に左右される
ものであるが、
延長保育を必要
としている保護
者に対しての保
育環境は整って
いるので、適切
に事業を実施で
きていると考え
る。

自己分析：
成果指標の計画
値については未
達成となった。
年度当初は配置
基準を満たすた
めの延長パート
保育士の確保に
苦慮したが、シ
フト調整などに
より利用者の制
限をすることな
く受け入れるこ
とはできたこと
から、延長保育
を必要とする保
護者に対しての
保育環境は整え
ることができ
た。

自己分析：
成果指標の計画
値については未
達成となった。
利用児童数は昨
年度に引き続き
減少傾向である
が、保護者の労
働環境に左右さ
れるものである
ため、ある程度
やむを得ないも
のである。
延長保育を必要
とする保護者に
対しての保育環
境は整えること
ができた。

判断理由：
成果については、
利用人数が減少傾
向にあり、指標に
は達していない。
効率性について
は、計画値におい
て児童1人当たり
約757円の費用と
していたが、30年
度の実績値では約
1,544円となり、
上がっていない。
延長保育は保護者
の労働形態に応じ
た保育形態のため
今後も必要なこと
から普通であると
判断した。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：延長保育年間利用児童数 指標の求め方：延長保育を利用している年間延児童数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：延長保育実施園数 指標の求め方：延長保育を実施している保育園数

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/箇所）

3

3

成果指標１
(単位/人/延)

3,130

2,158

H30：
延長保育事業については、就労形態の多様化など、勤務体制の関係から保育時間の延長を必要としてい
る保護者にとっては無くてはならない事業であり、利用者は減少傾向にあるが、子ども・子育て支援法
に基づく事業の一つとしても位置づけられていることから、現状のまま継続する。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
成果指標の計画
値については未
達成だが、本事
業においては保
護者の労働環境
に左右されるも
のであるため、
ある程度やむを
得ないものであ
る。
延長保育を必要
としている保護
者に対しては適
切に事業を実施
できていると考
える。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
砂川市次世代育成支援地域行動計画において、行動計画の一つとし
て位置付けられている「延長保育事業」は、子ども・子育て支援法
に基づく事業の一つとして位置付けられており、当市の増加傾向か
ら考察しても、必要な事業であると考えられる。したがって、現状
のまま継続と判断される。

H28：
延長保育事業については、子ども・子育て支援法に基づく事業の一
つであり、近年、一時保育の利用とともに減少傾向にある。利用人
数が減少すれば必然的に人件費等の効率性は失われるが、保護者が
安心して仕事と子育てを両立するには不可欠な事業であり、無理に
利用を勧めるという性質のものでもないことから、利用は伸びては
いないが必要性ありということで、現状のまま継続と判断される。



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

6 －1 －3 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 399,000 537,000 692,000 1,628,000 1,628,000

0 0 399,000 538,000 718,000 674,000 2,329,000 2,329,000

0 0 0 0

15,700,000 15,700,000 0 1,500,000 1,500,000 17,200,000

10,800,000 10,800,000 7,700,000 10,700,000 18,400,000 4,800,000 3,600,000 6,500,000 14,900,000 44,100,000

4,440,000 4,440,000 4,440,000 13,320,000 3,381,000 3,381,000 10,143,000 3,131,000 3,131,000 3,131,000 3,131,000 12,524,000 35,987,000

4,443,000 2,039,000 2,726,000 9,208,000 3,602,000 2,877,000 9,860,000 3,131,000 2,696,000 2,371,000 1,111,000 9,309,000 28,377,000

2,237,800 2,880,900 3,381,800 8,500,500 3,903,190 3,274,380 10,831,370 2,808,150 2,386,120 1,760,100 1,174,530 8,128,900 27,460,770

11,758,000 11,758,000 11,758,000 35,274,000 15,484,000 15,484,000 46,452,000 17,951,000 17,951,000 17,951,000 17,951,000 71,804,000 153,530,000

11,755,000 14,451,000 80,000 26,286,000 16,743,000 23,683,000 55,910,000 17,951,000 18,267,000 19,074,000 21,589,000 76,881,000 159,077,000

8,233,510 12,254,870 1,857,871 22,346,251 7,303,672 1,450,545 20,655,972 13,979,894 10,963,951 13,237,389 13,434,546 51,615,780 94,618,003

16,198,000 16,198,000 16,198,000 48,594,000 18,865,000 18,865,000 56,595,000 21,082,000 21,082,000 21,082,000 21,082,000 84,328,000 189,517,000

16,198,000 16,490,000 18,506,000 51,194,000 20,345,000 26,560,000 65,770,000 21,082,000 21,362,000 21,982,000 24,892,000 89,318,000 206,282,000

10,471,310 15,135,770 16,039,671 41,646,751 18,906,862 15,424,925 49,887,342 17,187,044 18,688,071 19,315,489 21,783,076 76,973,680 168,507,773

事業費予算の
内容

人件費の改定によ
る増

利用見込み乳児
数の増による賄
材料費及び事務
費の増、人件費
改定による増

報酬
6,912,000円
賃金
12,508,000円
事務費
381,000円
賄材料費
544,000円

賃金
17,900,000円
事務費
370,000円
賄材料費
595,000円

利用乳児数が見込
み数より下回った
ことに伴う人件費
の執行残

利用乳児数が見込
み数より下回った
ことに伴う人件費
の執行残

予定していた保育
士配置数を確保で
きなかったことに
よる人件費の執行
残

予定していた保育
士配置数を確保で
きなかったことに
よる人件費の執行
残

実績との比較
（増減理由）

利用乳児数の減
による人件費の
執行残

利用乳児数が見込
み数より下回った
ことに伴う人件費
の執行残

利用乳児数が見込
み数より下回った
ことに伴う人件費
の執行残

利用乳児数が見
込み数より下
回ったことに伴
う人件費の執行
残

前年度予算と
の比較

（増減理由）

利用見込み乳児
数の増による賄
材料費の増

利用見込み乳児
数の減による賄
材料費、事務費
の減、人件費改
定による増

利用見込み乳児
数の減による賄
材料費、事務費
の減、人件費改
定による増

各保育所1名計3
名の嘱託保育士
を配置したこと
による人件費の
増

人件費の改定によ
る増及び多子軽減
補助導入による乳
児の利用見込み増
に伴う臨時保育士
３名配置分の人件
費の増

人件費の改定によ
る増

予定していた保育
士配置数を確保で
きなかったことに
よる人件費の執行
残

予定していた保育
士配置数を確保で
きなかったことに
よる人件費の執行
残

会計年度任用職員
制度に係る人件費
の増

予算計上額 3,381,000

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 18,865,000

予算計上額 18,865,000

15,555,555

予算計上額 15,484,000

実　績　額 11,901,755

実　績　額 3,653,800

一 般 財 源 計　画　額 15,484,000

予算計上額

そ の 他 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

実　績　額

3,381,000

実　績　額

予算計上額

地 方 債 計　画　額

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

平成10年度に国において乳児保育の重要性を打ち出した(保育所の指定を解除し、一般保育所でも実施が必要)ことから、平成11年度より西保育所(定員６名)で、平成13年度に空知太保育所(定員５名)で実施した。
その後、保育所の統廃合によって、平成17年９月開園のひまわり保育園(定員６名)、19年６月に開園のさくら保育園(定員６名)で乳児保育を実施し、現在では全ての市立保育所(３ヵ所)で実施している。

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計

予算計上額

事業性質区分 新規・継続 2－2－1 社会福祉課子ども保育係

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

目的
(何のために実施する
のか）

０歳児を対象とした乳児保育を実施することにより、保護者の出産後早期の職場復帰に対応した保育ニーズに応え、保
育サービスの充実につなげる。

乳児保育に適した設備整備や人員を配置し、乳児保育を実施する。

(26年度)

国 費 計　画　額

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

出産後早期の職場復帰や新規就労により乳児保育を希望する保護者及びその児童。
(生後６か月を経過して、首が完全にすわった乳児)

保護者の出産後早期の職場復帰等により、乳児保育が必要な児童を適切に保育できる。

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 市立保育所乳児保育事業 平成　11　年度　～　　　―　年度

人件費の改定による
増、前年度多子軽減
補助導入による臨時
保育士３名配置を従
前の配置数としたこ
とによる賃金の減。
（利用増の場合は補
正対応とした）

賃金
17,546,000円
事務費
369,000円
賄材料費
591,000円

賃金
15,609,000円
事務費
364,000円
賄材料費
517,000円

賃金
15,136,000円
事務費
379,000円
賄材料費
683,000円

報酬
20,571,000円
職員手当･旅費
3,210,000円
事務費
366,000円
賄材料費
745,000円

報酬
7,137,000円
賃金
13,848,000円
事務費
359,000円
賄材料費
638,000円

報酬
7,047,000円
賃金
13,403,000円
事務費
399,000円
賄材料費
513,000円

報酬
6,957,000円
賃金
13,206,000円
事務費
375,000円
賄材料費
544,000円

報酬
6,912,000円
賃金
18,717,000円
事務費
390,000円
賄材料費
541,000円



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 3 3 3 3 3 3 3 3 3

実績値 3 3 3 3 3 3 3 3 3

計画値 190 190 190 190 190 190 190 190 190

実績値 84 176 171 191 135 163 190 194 183

達成されている 達成されている 達成されている

上がっている 上がっている 上がっている

上がっている 上がっている 上がっている

総合評価 良好である 極めて良好である 極めて良好である

自己分析：
乳児保育(0歳
児)を必要とす
る世帯は多い
が、4月当初か
ら定員が満員に
なることはな
く、年度途中で
空きがない状態
になる傾向であ
り、計画値は4
月当初から定員
が満員と見込ん
でいるため計画
値と実績値がか
け離れている。

自己分析：
事業達成度は計画
値通り実施され、
事業成果では実績
値が計画値を下
回ったものの、定
員18人に対する児
童数は、7月1日時
点で14人、1月で
は18人となった。
事業の効率性で
は、計画値におい
て1人当たりの費
用は約85,999円
で、実績値は約
85,252円となっ
た。保育士配置基
準で一人当たりの
児童数が少ない乳
児においては、効
率的に目的通り事
業を実施できてい
ると考える。

自己分析：
事業達成度は計画
値通り実施され、
事業成果では実績
値が計画値を下
回ったものの、保
育所の特性から、
4月当初に定員が
満員になることは
なく、年度途中か
ら定員満員とな
る。また、年度末
まで待機児童がい
ない状態であった
ことから、計画値
未達成もやむを得
ないものと考え
る。

判断理由：
事業達成度につ
いては、計画通
り実施されてい
る。成果につい
ては、平成24年
度はほぼ定員に
満たしている。
効率性について
は、保育士配置
基準に基づき、
保育士一人に対
し3人の乳児が
一番効率が良
い。ほぼ定員に
満たした24年度
は効率が良いと
いえる。した
がって、良好で
あると判断し
た。

自己分析：
保育所の特性か
ら乳児が年度当
初に定員を満た
すことがないた
め、近年は指標
に達することは
なかったが、27
年度はニーズが
増え、計画値に
達した。利用希
望者が待機児童
になることもな
かったので、計
画どおり事業を
実施できたと考
える。

自己分析：
保育所の特性か
ら乳児が年度当
初に定員を満た
すことがない
が、ニーズは確
実にあり、それ
に対応する保育
士の確保が課題
である。H28は
最終的に定員が
受け入れられる
だけの保育士が
確保できたが、
年度末近くなっ
てしまったので
計画どおりの事
業実施とならな
かった。

判断理由：
事業達成度及び
成果について
は、極端な減は
なく、27年度に
ついては計画通
り実施されてい
る。効率性につ
いては、ほぼ定
員を満たしてい
ること及び待機
児童もなく受け
入れを行えたこ
とから、効率が
よく、極めて良
好であると判断
した。

自己分析：
4月当初よりほぼ
定員を満たすも
のとして設定し
た成果指標の計
画値については
未達成となった
が、保育所の特
性から乳児が年
度当初に定員を
みたすことはな
い。今年度は2月
に定員を満たす
こととなった
が、ニーズは確
実にあり、待機
児童もなく受け
入れを行えたこ
とから、計画値
未達成も事業の
成果としては良
好であったと考
える。

自己分析：
乳児が年度当初
に定員を満たす
ことはないが、
30年度はニーズ
が増え、8月の
早い時期に定員
を満たしたこと
から計画値に達
した。定員を満
たしてからも入
所に関する問合
せも数件あり、
待機児童を出さ
ぬよう保育士確
保や受入れにお
ける施設面積等
の問題など、総
合的に検討して
いかなければな
らない。

自己分析：
4月当初から定
員を満たす保育
所があるなど、
ニーズの高まり
から成果指標計
画値を実績値が
上回った。
10月にすべての
保育所定員を満
たしてからも入
所に関する問合
せがあり、今後
も高まるであろ
うニーズへの対
応を検討してい
かなければなら
ない。

自己分析：
4月当初から定
員を満たす保育
所があったが、
3か所すべての
定員を満たした
のは9月途中で
あったため、成
果指標の計画値
に達しなかっ
た。
定員を満たして
からも入所に関
する問合せがあ
り、今後も乳児
保育のニーズが
高まることが予
想されることか
ら、対応を検討
していかなけれ
ばならない。

判断理由：
事業達成度及び
成果について
は、極端な減は
なく、30年度に
ついては計画通
り実施されてい
る。また、ほぼ
定員を満たして
いることから、
1：3保育となっ
ており、効率性
も良い。このこ
とから、極めて
良好であると判
断した。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

事業の効率性
(事業費に対する成果)

150

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

自己分析：
保育所の特性か
ら4月当初に定
員が満員になる
ことはなく、
３ヵ所すべての
定員を満たした
のが3月と遅
かった。
計画値には達し
なかったが、利
用希望者が待機
児童になること
もなく入所でき
た点では、計画
どおり事業を実
施できたと考え
る。

H30：
乳児保育事業については、各年度バラツキはあるものの、年度末までには全ての保育所で定員を満たす
状況にあり、共働きの家庭や母子家庭の増加、多様化する保育ニーズから考察しても必要な事業であ
る。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
砂川市次世代育成支援地域行動計画において、行動計画の一つとし
て位置付けられている「乳児保育事業」は、増加傾向から考察して
も、必要な事業であると考えられる。したがって、現状のまま継続
と判断される。ただし、入所の年齢制限は、児童福祉の第24条視点
から、平成27年度から実施予定の「市町村子ども・子育て支援事業
計画」における、検討課題である。

H28：
乳児保育事業については、近年の共働きの増加及び多様化する保育
ニーズから考察しても必要な事業であると考えられるため。現状の
まま継続とするのが妥当である。

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/箇所）

3

3

成果指標１
(単位/人/延)

190

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：乳児保育実施園数 指標の求め方：乳児保育を実施している保育園数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：乳児保育年間利用児童数 指標の求め方：乳児保育を利用している年間延児童数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

6 －1 －3 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,200,000 1,200,000 0 0 1,200,000

0 0 300,000 200,000 500,000 500,000

1,057,000 1,057,000 1,057,000 3,171,000 129,000 129,000 387,000 1,329,000 1,329,000 1,329,000 1,329,000 5,316,000 8,874,000

1,057,000 587,000 159,000 1,803,000 134,000 135,000 398,000 1,329,000 381,000 1,209,000 0 2,919,000 5,120,000

0 178,000 0 178,000 0 1,361,610 1,361,610 211,200 353,630 0 0 564,830 2,104,440

359,000 359,000 359,000 1,077,000 1,289,000 1,289,000 3,867,000 2,327,000 2,327,000 2,327,000 2,327,000 9,308,000 14,252,000

359,000 825,000 57,000 1,241,000 1,295,000 1,313,000 3,897,000 2,327,000 2,336,000 1,345,000 2,244,000 8,252,000 13,390,000

0 420,150 0 420,150 158,680 314,230 472,910 1,092,310 933,350 119,240 0 2,144,900 3,037,960

1,416,000 1,416,000 1,416,000 4,248,000 1,418,000 1,418,000 4,254,000 3,656,000 3,656,000 3,656,000 3,656,000 14,624,000 23,126,000

1,416,000 1,412,000 1,416,000 4,244,000 1,429,000 1,448,000 4,295,000 3,656,000 2,717,000 2,554,000 2,244,000 11,171,000 19,710,000

0 598,150 0 598,150 158,680 1,675,840 1,834,520 1,303,510 1,586,980 319,240 0 3,209,730 5,642,400

委託料委託料委託料委託料委託料 委託料委託料委託料委託料

保育単価変更に
よる減

実　績　額 0

事業費予算の
内容

利用見込み児童
数の減、保育単
価変更による減

保育単価変更に
よる増

砂川から広域利用す
る児童増のため歳出
増及び砂川への広域
利用増のため歳入
増。

広域利用児童の
減

広域利用児童の
減実績との比較

（増減理由）

砂川市から広域
入所する児童が
いないことによ
る

利用児童数が予
定より少なかっ
たことによる執
行残。

砂川市から広域
入所する児童が
いなかったこと
による。

砂川市から広域
入所する児童が
いなかったこと
による。

利用児童数が予
定より少なかっ
たことによる執
行残。

前年度予算と
の比較

（増減理由）

保育単価変更に
よる減

保育単価変更に
よる減

保育単価変更に
よる増

利用見込み児童
数の増

保育単価変更に
よる増

保育単価変更に
よる増

広域利用児童の
減

砂川市から広域
入所する児童が
いなかったこと
による。

保育単価変更に
よる減

予算計上額 129,000

事 業 費 合 計 計　画　額 1,418,000

予算計上額 1,418,000

委託料

予算計上額 1,289,000

実　績　額 0

実　績　額 0

一 般 財 源 計　画　額 1,289,000

予算計上額

そ の 他 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

実　績　額

129,000

実　績　額

予算計上額

地 方 債 計　画　額

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

平成10年度より児童福祉法の改正をうけて、市内の児童が他市町村の保育所へ入所可能となったことから中空知５市５町で協定書を結び事業を開始した。
※中空知５市５町：芦別市、赤平市、滝川市、砂川市、歌志内市、奈井江町、上砂川町、浦臼町、新十津川町、雨竜町

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

勤務場所等の都合により広域入所を必要と認める児童。 保護者の勤務場所等の都合により、広域入所を希望する児童を適切に保育できる。

予算計上額

事業性質区分 新規・継続 2－2－1 社会福祉課子ども保育係

(26年度)

国 費 計　画　額

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 市立保育所広域入所事業 平成　10　年度　～　　　―　年度

目的
(何のために実施する
のか）

他市町の保育所に入所できるように配慮することにより、保護者の勤務場所等の都合に対応した保育ニーズに応え、保
育サービスの充実につなげる。

広域入所の希望者に対し、その内容を精査した上で広域保育が必要であると判断した場合、入所を希望する保育所のあ
る市町と協議のうえ受入が可能であれば保育の実施を委託する(入所人員に余裕がある場合のみ受入ることとしてい
る)。保育料はその保護者の居住地のある市町が定める。



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 3 3 3 3 3 3 3 3 3

実績値 0 1 0 1 4 1 3 1 0

計画値 0 0 0 0 0 0 0 0 0

実績値 0 0 0 0 0 0 0 0 0

達成されている 達成されている 達成されている

変わらない 変わらない 変わらない

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 良好である 良好である 良好である

自己分析：
平成10年10月1
日に5市5町(芦
別市・赤平市・
滝川市・歌志内
市・奈井江町・
上砂川町・新十
津川町・浦臼
町・雨竜町)で
広域入所を協定
し更に平成19年
4月1日旭川市と
協定を結んで広
域入所をしてい
るが、当年度は
砂川市からの広
域入所者はいな
く実績はなかっ
た。

自己分析：
乳児保育の空き
がなく、また母
親の勤務先が滝
川であることか
ら、滝川市の保
育所へ通所した
児童が１名い
た。待機児童は
なく、成果は
あったと考え
る。

自己分析：
砂川市から広域
入所の希望の実
績がなく、また
待機者もなく、
市内の保育所で
対応することが
できた。

判断理由：
成果指標である
待機児童数が
「０」であるこ
とは、目的通り
事業が実施でき
ており、「良好
である」と判断
した。

自己分析：
母の入院に伴い
父の勤務先に近
い歌志内の保育
所に通所した児
童が１名いた。
保護者のニーズ
に応える形で保
育を実施できた
ので成果があっ
た。

自己分析：
それぞれ勤務先
の都合等により
広域入所を実施
した。そのうち
1名は砂川の保
育所が定員を満
たしていたため
勤務先に近い市
町へ入所しても
らい、待機児童
とならず対応す
ることができ
た。

判断理由：
成果指標である
待機児童数が０
であることはも
ちろん、多様化
する保育ニーズ
にも応えること
ができたため、
良好であると判
断した。

自己分析：
保護者の勤務先
に近い滝川市の
保育所を希望し
た児童１名の広
域入所を実施
し、保育ニーズ
に応えることが
できた。

自己分析：
保護者の勤務先
に近い滝川市の
保育所を希望し
た児童３名の広
域入所を実施
し、保育ニーズ
に応えることが
できた。

自己分析：
保護者の勤務先
に近い奈井江町
の認定こども園
を希望した児童
１名の広域入所
を実施し、保育
ニーズに応える
ことができた。

自己分析：
砂川市から広域
入所希望の実績
がなかった。

判断理由：
成果指標である
待機児童が０で
あり、多様化す
る保育ニーズに
応えることがで
きているため、
良好と判断し
た。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

事業の効率性
(事業費に対する成果)

0

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

H30：
児童福祉法第24条に基づき、協定によって実施できる事業であり、保護者の勤務先等によるニーズや待
機児童を出さないための市町間の保育所利用調整のため、広域による相互協力は不可欠であることか
ら、現状のまま継続とする。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
砂川市から広域
入所の希望の実
績がなく、また
待機者もなく、
市内の保育所で
対応することが
できた。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
児童福祉法第24条に基づき、他市町との協定によって実施できる事
業であることから、現状のまま継続する必要があると考える。

H28：
児童福祉法第24条に基づき、他市町との協定によって実施できる事
業であり、仕事と子育ての両立を支援するため、待機児童は決して
つくらないよう広域による相互協力は今後も不可欠であることか
ら、現状のまま継続する必要があると考える。

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人　）

3

0

成果指標１
（単位/人　）

0

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：保育所広域入所児童数 指標の求め方：保育所広域入所している年間児童数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：保育所広域入所待機児童数 指標の求め方：保育所広域入所申込みをして、いずれの保育所にも入所できない児童数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

6 －1 －3 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

1,278,000 1,278,000 1,278,000 3,834,000 790,000 790,000 2,370,000 526,000 526,000 526,000 526,000 2,104,000 8,308,000

1,278,000 790,000 790,000 2,858,000 526,000 526,000 1,842,000 526,000 550,000 560,000 588,000 2,224,000 6,924,000

790,000 790,000 1,580,000 526,000 526,000 1,578,000 550,000 560,000 599,000 1,167,000 2,876,000 6,034,000

0 0 526,000 526,000 526,000 526,000 2,104,000 2,104,000

0 526,000 526,000 1,052,000 526,000 550,000 560,000 588,000 2,224,000 3,276,000

667,000 667,000 526,000 526,000 1,578,000 550,000 560,000 588,000 1,002,000 2,700,000 4,945,000

0 0 0 0

400,000 400,000 0 0 400,000

600,000 600,000 0 300,000 1,000,000 1,300,000 1,900,000

1,254,000 1,254,000 1,254,000 3,762,000 1,010,000 1,010,000 3,030,000 564,000 564,000 564,000 564,000 2,256,000 9,048,000

1,254,000 1,611,000 1,398,000 4,263,000 818,000 835,000 2,663,000 646,000 432,000 1,107,000 1,252,000 3,437,000 10,363,000

1,776,262 1,250,600 1,124,200 4,151,062 694,600 584,100 2,014,700 399,300 1,240,700 1,226,300 1,742,300 4,608,600 10,774,362

0 0 841,000 841,000 2,523,000 3,410,000 3,410,000 3,410,000 3,410,000 13,640,000 16,163,000

256,000 37,000 293,000 1,918,000 2,116,000 4,875,000 3,328,000 3,594,000 3,055,000 3,798,000 13,775,000 18,943,000

486,063 68,570 554,633 1,612,479 2,319,226 4,678,540 1,809,051 567,189 739,537 4,732 3,120,509 8,353,682

2,532,000 2,532,000 2,532,000 7,596,000 2,641,000 2,641,000 7,923,000 5,026,000 5,026,000 5,026,000 5,026,000 20,104,000 35,623,000

2,532,000 2,657,000 2,625,000 7,814,000 3,788,000 4,003,000 10,432,000 5,026,000 5,126,000 5,282,000 6,226,000 21,660,000 39,906,000

2,566,262 2,526,663 2,459,770 7,552,695 3,359,079 3,955,326 9,849,240 3,308,351 3,227,889 3,152,837 4,916,032 14,605,109 32,007,044

報酬
2,304,000円
賃金
1,412,000円
事務費
155,000円
賄材料費
126,000円
傷害保険料
6,000円

報酬
2,304,000円
賃金　999,000円
事務費155,000円
賄材料費
116,000円
傷害保険料
6,000円
備品購入費
208,000円

賃金
2,300,000円
事務費
154,000円
賄材料費
181,000円
傷害保険料
6,000円

賃金
2,254,000円
事務費
218,000円
賄材料費
211,000円
傷害保険料
6,000円

賃金
2,288,000円
事務費
154,000円
賄材料費
209,000円
傷害保険料
6,000円

報酬
4,946,000円
職員手当･旅費
843,000円
事務費
153,000円
賄材料費
281,000円
傷害保険料
3,000円

報酬
2,379,000円
賃金
2,550,000円
事務費
150,000円
賄材料費
200,000円
傷害保険料
3,000円

報酬
2,349,000円
賃金
2,490,000円
事務費
155,000円
賄材料費
129,000円
傷害保険料
3,000円

報酬
2,319,000円
賃金
2,418,000円
事務費
155,000円
賄材料費
131,000円
傷害保険料
3,000円

利用児童見込み
数増による賄材
料費の増、人件
費改定による増

実　績　額 2,534,835

事業費予算の
内容

利用児童見込み
数減による賄材
料費の減、人件
費改定による増

利用児童見込み
数減による賄材
料費の減、人件
費改定による増

特になし 予定していた保育士
配置数を確保できな
かったことや児童の
利用日等の減少に伴
う賃金の減

嘱託保育士産休取
得による報酬減及
びパート保育士不
補充による賃金の
減

実績との比較
（増減理由）

利用児童数増に
よる賄材料費の
増

利用児童の減少
に伴う賄材料費
の減

児童の利用日等
減少に伴う賃金
の減

児童の利用日等
の減少に伴う賃
金の減

児童の利用日等
の減少に伴う賃
金の減

前年度予算と
の比較

（増減理由）

利用児童見込み
数増による賄材
料費の増

利用児童見込み
数増による人件
費、賄材料費の
増

利用児童見込み数
増による賄材料費
の増、週休代替保
育士の勤務日数減
による賃金の減

一時保育事業利
便性向上のため
の臨時職員の増

嘱託保育士1名を配
置したことによる。
また、一時保育事業
拡大のため臨時職員
の増員、同じく備品
購入費の増

一時保育事業拡
大のため臨時職
員の増員（通
年）、賄材料費
の増

パート保育士シ
フト減による賃
金の減

パート保育士シ
フト減による賃
金の減

会計年度任用職
員制度に係る人
件費の増

予算計上額 1,010,000

事 業 費 合 計 計　画　額 2,641,000

予算計上額 2,641,000

賃金
2,157,000円
事務費
154,000円
賄材料費
215,000円
傷害保険料
6,000円

予算計上額 841,000

実　績　額 746,835

実　績　額 736,000

一 般 財 源 計　画　額 841,000

予算計上額

そ の 他 計　画　額

実　績　額 526,000

道 費 計　画　額

実　績　額

1,010,000

実　績　額

予算計上額

526,000

地 方 債 計　画　額

790,000

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

本市では従前、普段は子どもを保育所へ入所させていない保護者が一時的に保育に欠ける場合、対応する方法、手段がなかったが、そのようなニーズに応えるため、ひまわり保育園の建設計画の中で「一時保育」の専用室を設けることとした
（平成14年度）。
平成16年２月の次世代育成支援地域行動計画ニーズ調査では、一時保育に対するニーズが確認され、平成17年９月よりひまわり保育園の開園と同時に事業を開始した。
平成27年９月より対象児童の範囲を２歳児から１歳児に引き下げ、保護者の利便性拡大に努めている。
平成29年度より４時間未満の短時間設定を設けた。保育料は日額で２歳児及び１歳児【４時間以上/2,700円・４時間未満/1,400円】、３歳以上児【４時間以上/1,600円・４時間未満/800円】

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

通常保育の実施の対象とならない生後１歳から小学校就学前の集団保育が可能な児童であり、市内に住所を有する者と
する。ただし、出産のための里帰りなどの場合は、砂川市以外に居住する世帯の児童であっても利用可能となる。

保護者の事情に応じて、一時的に保育に欠ける児童を適切に保育できる。また、私的理由による受入も行っていること
から、保護者にとってリフレッシュにも効果があると考えられる。

予算計上額

事業性質区分 新規・継続 2－2－1 社会福祉課子ども保育係

(26年度)

国 費 計　画　額 790,000

第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 市立保育所一時保育事業 平成　17　年度　～　　　―　年度

目的
(何のために実施する
のか）

保護者の就労形態の多様化に伴い一時的に保育に欠ける児童、及び保護者の傷病等により緊急的に保育に欠ける児童、
並びに保護者の育児に伴う負担の解消のため一時的に保育に欠ける児童に対して保育を行う。

ひまわり保育園において月～土曜日（各曜日８時30分～17時）まで、利用希望者の児童を保育する。利用定員は一日お
おむね10人。保育料は日額で２歳児　2,700円、３歳以上児　1,600円。希望する理由別で利用制限を設けており、①就
労形態→週３日又は月14日以内、②傷病、出産等→１ヶ月以内、③私的理由→週３日又は月14日以内としている。



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 1 1 1 1 1 1 1 1 1

実績値 1 1 1 1 1 1 1 1 1

計画値 900 900 900 900 900 900 900 900 900

実績値 956 735 775 384 413 356 732 679 1,058

ほぼ達成されている ほぼ達成されている ほぼ達成されている

少し上がっている
あまり上がってい

ない
少し上がっている

あまり上がってい
ない

あまり上がってい
ない

あまり上がってい
ない

総合評価 普通である 普通である 普通である

自己分析：
一時保育を利用
する世帯が年々
増えてきてお
り、事業目的は
達成している。

自己分析：
成果指標は、計
画値に対し
81.67％、前年
度に対し
76.88％であっ
たが、待機児童
がいなかったこ
とから、市民の
ニーズに応えて
いると考えられ
る。なお、効率
性については、
利用者数が少な
かったことが起
因し、計画値に
対し22.22％増
加したため、少
し下がったと考
える。

自己分析：
成果指標は、計
画値に対し
86.11％、前年
度に対し
105.44％であっ
た。計画値に達
してはいないも
のの、待機児童
がいないことか
ら、市民のニー
ズに対応してい
ると考える。

判断理由：
事業達成度は良
く、事業の成果
は概ね達成して
いる。効率性が
少し低いことを
考慮し、総合評
価では「普通で
ある」と判断し
た。

自己分析：
当該年度は昨年に
引き続き利用者は
減少傾向にあり、
計画値の半数を
きった。要因とし
ては、継続利用し
ている児童の転出
等で、１人あたり
の利用回数が一気
に落ちるという現
象が起こった。年
度の途中に利用者
の年齢を2歳児以
上から1歳児以上
に拡大し、2月3月
と利用が増加した
ことから、要件緩
和が周知されてき
ていると思われ
る。

自己分析：
当該年度は昨年
に引き続き利用
者は減少傾向に
あり、計画値の
半数をきった。
通年保育を利用
していない保護
者の子育て支援
の受け皿として
行っている事業
でもあるため、
昨年度に引き続
き利便性の向上
を図る。H29に向
け、4時間未満の
短時間設定を設
けることで保育
料も引き下げ、
より気軽に利用
してもらうこと
で子育て世帯の
育児負担軽減に
つなげる。

判断理由：
事業達成度は良
くはないが、一
時保育を利用し
たいという保護
者の受け皿にな
ることはできて
おり、成果とし
て概ね達成して
いると考えてい
る。効率性が少
し低いことを考
慮し、総合評価
では「普通であ
る」と判断し
た。

自己分析：
前年度利用児童数
と比べ12月までは
わずかに増加した
が、1～3月まで保
育士不足により利
用を制限したこと
で、延児童数は減
少した。今年度4時
間単位の短時間料
金を設定し、利便
性の向上により
徐々にではあるが
利用者も増加して
いる。計画値の半
数に満たない状況
であるが、周知を
図りながら、保育
士を確保した中で
一時保育ニーズに
対応していく必要
がある。

自己分析：
保育士の確保に
依然として問題
はあるものの、
シフトを調整し
た中で大きな利
用制限をするこ
となく受け入れ
たことで、昨年
の実績値の倍以
上の利用者と
なった。例年に
比べ傷病や出産
等を理由とする
緊急保育の利用
者が増加してい
ることから、希
望者が安心して
子どもを預けら
れる体制を整え
る必要がある。

自己分析：
成果指標の計画値
を下回っている。
前年度実績値も下
回っているが、２
月、３月と新型コ
ロナウイルス感染
拡大防止のため、
緊急保育を除くリ
フレッシュなどの
私的理由による利
用を控えてもらっ
たことが原因であ
る。
今年度から通常保
育の入所児童が増
加しており、次年
度以降待機児童の
受け皿的要素も大
きくなることが予
想されるが、ニー
ズに応えられる体
制を整えていく。

自己分析：
成果指標の計画
値を上回ってお
り、 前年度よ
りも利用者が
1.5倍以上増加
した。就労等に
よる非定型的保
育が1.5倍以
上、心理的・肉
体的負担解消の
ための私的料保
育が2倍以上に
増加しているこ
とから、今後も
一時保育のニー
ズが高まること
が予想され、希
望者が安心して
子どもを預けら
れる体制を整え
ていく。

判断理由：
成果指標計画値
には達していな
いが、傷病出
産・リフレッ
シュなど一時的
に保育に欠ける
児童を適切に保
育できている。
しかしながら29
年度には保育士
不足から利用を
制限したことも
あり、「普通」
と判断した。

今後の方向性 現状のまま継続 手段の見直し 現状のまま継続

事業の効率性
(事業費に対する成果)

427

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

H30：
近年の多様化する保育ニーズに応えるため、平成27年度には対象年齢を２歳児から１歳児に引き下げ、
また平成29年度より４時間未満利用の短時間設定を設け、利便性の向上に努めてきたところである。
就労形態、傷病出産、私的理由等、保護者の事情に応じて一時的に保育に欠ける児童を適切に保育する
必要があることから、現状のまま継続する。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
当該年度は例年
と比較して特に
利用が少なく、
計画値の半数と
なったが、1日
当たり1～2人の
利用はほぼ毎日
あり、利用を希
望する保護者の
ニーズには対応
できていると考
える。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
砂川市次世代育成支援地域行動計画において、行動計画の一つとし
て位置付けられている「一時保育事業」は、利用児童数に変動はあ
るものの、計画の80％以上維持しており、必要な事業であると考え
られる。したがって、現状のまま継続と判断される。

H28：
一時保育事業については、利用児童数は減少しているものの、近
年、多様化する保育ニーズに応えるため、必要事業であるため継続
とする。利用数の減少については、児童数の減少等も影響している
と思われるが、より使い勝手のいい保育サービスとしていくため、
今後料金体系の見直し（半日料金の設定など）を含めた手段の見直
しを図っていく。

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/箇所）

1

1

成果指標１
（単位/人　）

900

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：一時保育実施園数 指標の求め方：一時保育を実施している保育園数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：一時保育年間利用児童数 指標の求め方：一時保育を利用している年間延児童数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

－　－ －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 市立保育所開放事業 平成　26  年度　～　　　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－2－1 社会福祉課子ども保育係

目的
(何のために実施する
のか）

家庭で子育てをしている保護者に対する子育て支援として、保育所（園）を開放することで、遊びの場の提供や保護者
同士の交流、保育士等による子育てに関する相談を実施することで、保護者の子育ての負担軽減を図るとともに、保育
所が行う保育を地域社会に理解を進めることを目的とする。

5月から2月までの月１回、各保育所において、１０時から１１時の１時間、保育所の開放事業を実施する。なお、定員
は各保育所１回あたり１０組程度とする。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内在住の修学前の未就学園児とその保護者。
幼児期に集団等において、他者と関わることはとても重要なことであり、他の児童と関わる機会が少ない未就学児童に
対し、保育所開放事業はその機会を提供することができる。また、保護者は、子育てについての情報提供を受けるこ
と、保育士等と話すことにより、育児に対するストレスが和らぎ、児童が健やかに育つ手助けとなる。

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

保育所の役割として、保育指針に示されている「保護者に対する支援」の一つである「地域における子育て支援」について検討を重ね、平成２６年度から実施することとなった。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

予算計上額

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

実　績　額 0

事業費予算の
内容

前年度予算と
の比較

（増減理由）

実績との比較
（増減理由）



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 3 3 3 3 3 3

実績値 3 3 3 3 3 3

計画値 300 300 300 300 300 300

実績値 98 90 38 93 102 46

達成されている 達成されている

少し上がっている 少し上がっている

少し上がっている 少し上がっている

総合評価 普通である 普通である

自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析：
事業も2年目を
終え、だいぶ浸
透してきたよう
ではあるが、ま
だ計画値には到
達していない。
増加の要因の一
つとしてはリ
ピーターが増え
ていることがあ
るので、利用者
の満足度として
は高いと思われ
る。

自己分析：
H28についても
目標値には届か
なかった。事業
の趣旨が子育て
支援センター等
と重複している
ところもあり、
利用者の大半が
保育所入所前の
下見もしくは体
験入所の機会と
捉えているた
め、集団との関
わりの重要性も
ＰＲしながら体
験的な要素を増
やす展開も考え
ていく。

判断理由：
もともと事業費
が０の事業では
あるが、利用者
が増加している
ということで効
率性はいいと判
断した。しか
し、目標値には
まだまだ届かな
いため一層の活
動の工夫や広報
の工夫が必要で
あることから、
現段階では普通
であるとした。

自己分析：
成果指標の計画値に
ついては大きく下
回っている。保育士
による子育て相談や
保護者同士の交流に
ついては、子育て支
援センター等におけ
る内容と重複してお
り、保護者は開放事
業を利用のための下
見の機会と捉えてい
る傾向にある。差別
化を図る意味でも魅
力ある集団での生活
体験活動の企画を検
討し、またＰＲ不足
も考えられることか
ら周知方法の改善や
乳幼児健診等を活用
したチラシの配布な
どにより、利用者の
増加を図る必要があ
る。

自己分析：
今年度も計画値
に満たなかった
が、前年の実績
値を上回ること
はできた。また
１つの保育所で
は給食体験企画
を実施でき、保
育事業の理解を
深められた。具
体的な体験内容
を周知するなど
効果のあったＰ
Ｒ方法について
は継続し、今後
も利用者の増加
を図る。

自己分析：
今年度も計画値
に満たなかった
が、前年の実績
値を上回ること
はできた。前年
度に引き続き１
つの保育所で給
食体験企画を実
施し高評を得
た。利用者の大
半が保育所入所
の下見や体験入
所の機会として
捉えている傾向
は依然として強
いため、集団と
の関わりの重要
性をＰＲしなが
ら、今後も利用
者の増加を図
る。

自己分析：
今年度も計画値
に満たなかっ
た。新型コロナ
ウイルス感染拡
大防止のため、
5月、6月の開催
を中止した。ま
た、さくら保育
園ではノロウイ
ルスの集団感染
により2月開催
を中止した。消
毒等感染症対策
を講じた中で、
今後も保育事業
の理解と地域の
保護者への支援
を継続してい
く。

判断理由：
保育所計30回×
10組としている
成果指標計画値
だが、達成率は
低い。しかしな
がら、地域での
子育て支援とし
て、集団に関わ
ることのメリッ
トを活かした体
験活動では、参
加者から概ね好
評をいただいて
いることから
「普通」と判断
した。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：開放実施保育所数 指標の求め方：保育所開放事業を実施した保育所数

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：参加親子組数 指標の求め方：保育所開放事業に参加した年間延親子の組数（組）

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/箇所）

3

3

成果指標１
（単位/人　）

300

62

H30：
保育所の役割として、保育所保育指針に示されている「地域の保護者等に対する子育て支援」の一つで
ある「地域に開かれた子育て支援」として実施している事業である。
保育の専門的機能を地域の子育て支援において積極的に展開していく必要があり、平成30年度には、空
知太保育所において「体験ランチ（給食試食）」を実施したところであるが、保護者が参加しやすい環
境づくりや体験活動など、内容のマンネリ化を防ぎながら、現状のまま継続する。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
事業の初年度で
もあり、まだ浸
透していない部
分が多いと思わ
れる。
どのように地域
に広めていく
か、広報活動の
工夫が必要であ
る。
また、リピー
ターも少しずつ
増えているの
で、さらに内容
の充実も図って
いく。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25： H28：
まだ事業開始から間もないため、実績値から方向性を判断するのは
難しい。子育て支援センターとの差別化を図る意味でも、集団に関
わることができることのメリットを活かし、児童の社会性を身につ
けてもらうとともに、養育に不安のある保護者の相談窓口として今
後も継続事業とし、活動としてはマンネリ化を防ぎながら事業展開
していく。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

－　－ －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 2,457,000 2,457,000 2,457,000 2,457,000 9,828,000 9,828,000

0 0 2,457,000 2,498,000 2,534,000 2,618,000 10,107,000 10,107,000

0 0 2,509,000 2,503,000 3,222,000 2,629,000 10,863,000 10,863,000

0 0 2,457,000 2,457,000 2,457,000 2,457,000 9,828,000 9,828,000

0 0 2,457,000 2,498,000 2,534,000 2,618,000 10,107,000 10,107,000

0 0 2,509,000 2,503,000 3,211,000 2,510,000 10,733,000 10,733,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 302,000 302,000 302,000 302,000 1,208,000 1,208,000

0 0 302,000 228,000 180,000 164,000 874,000 874,000

0 0 167,600 117,400 181,000 7,124,200 7,590,200 7,590,200

0 0 5,646,000 5,646,000 5,646,000 5,646,000 22,584,000 22,584,000

0 0 5,646,000 6,368,000 6,505,000 7,307,000 25,826,000 25,826,000

0 0 5,131,764 5,993,953 4,693,276 885 15,819,878 15,819,878

0 0 0 0 0 0 0 10,862,000 10,862,000 10,862,000 10,862,000 43,448,000 43,448,000

0 0 0 0 0 0 0 10,862,000 11,592,000 11,753,000 12,707,000 46,914,000 46,914,000

0 0 0 0 0 0 0 10,317,364 11,117,353 11,307,276 12,264,085 45,006,078 45,006,078

延長利用が少な
かったため委託
料が減

延長利用が少な
かったため委託
料が減

延長利用が少な
かったため委託
料が減

延長利用が少な
かったため委託
料が減

実績との比較
（増減理由）

保育士単価増等
による委託料の
増

保育士単価増等
による委託料の
増

保育士単価増等
による委託料の
増

委託料
12,148,000円
需用費
471,000円
役務費
88,000円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

委託料
10,250,000円
需用費
433,000円
役務費
129,000円
備品購入費
50,000円

委託料
11,098,000円
需用費
407,000円
役務費
87,000円

委託料
11,200,000円
需用費
465,000円
役務費
88,000円

実　績　額 0

事業費予算の
内容

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

予算計上額

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

子ども･子育て支援法による「子ども･子育て支援新制度」が平成27年4月から施行されたことに伴い、当市では平成27年から同31年度までの５か年度を１期とする「砂川市子ども子育て支援事業計画」を策定し、地域の子育ての量、質の向上
に努める中、病気の児童が保護者の勤務等の理由から家庭で保育を受けることが困難な場合に利用できる本事業を市立病院内において実施し、仕事と子育てを両立できる環境を整備することとした。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

病気中又は病気の回復期にあり、保育に欠ける乳児・幼児又は保護者の労働その他の事由により家庭において保育を受
けることが困難となった小学校３年生までの就学児童について、専用の保育施設において保育を行うことで保護者の仕
事と育児の両立を支援する。

市立病院内に設置した病児・病後児保育施設で一時的に預かり保育を実施する。専任の保育士の配置と看護師の体制を
整備し、定員３名、登録・予約制とする。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市立保育所、院内保育所、幼稚園、学童保育所等、市内に開設された施設を利用している、生後６月から小学校３年生
までの保育に欠ける児童。

疾病により保育施設等へ預けることのできない保育に欠ける児童を適切に保育することで、仕事を持つ保護者の育児支
援につながる。

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 病児・病後児保育事業 平成　28  年度　～　　　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－2－1 社会福祉課子ども保育係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 1 1 1 1

実績値 1 1 1 1

計画値 100 100 100 100

実績値 187 155 373 100

達成されている

少し上がっている

変わらない

総合評価 良好である

自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析：
成果指標の実績値
については登録者
数70人、延利用者
数131人と計画値を
上回った。
開設から1年を経過
し、ある程度周知
が図られたことに
よるものと考える
が、実施したアン
ケートでは「利用
のめやす」に対す
る不満もあり、基
準を緩和するなど
保護者の利便性を
高め、また次年度
からは昼食の提供
を開始し、子ども
にとっての安全安
心な環境整備を
図っていく。

自己分析：
登録者82名、延
利用127人と
なった。実施し
たアンケートに
おいては、｢満
足｣｢やや満足｣
が９割を超えて
おり、利用者の
満足度は高い。
今年度から開始
した昼食提供に
ついても、概ね
良好な反応であ
ることから、引
き続き提供する
こととし、安全
安心な環境整備
を図る。

自己分析：
登録者63名、延べ
利用者数は235人と
なった。実施した
アンケートでは、
未利用者から｢手続
き｣や｢めやす｣の柔
軟な対応を求める
声がある一方、利
用者からは環境や
保育士の細かな配
慮等が評価されて
いる。未利用者の
今後の利用意思の
問いでは｢利用した
い｣が6割を超えて
おり、利用者のリ
ピート率が高いこ
とからも、利用方
法等の周知を図
り、保護者の安心
感に繋げていく。

自己分析：
登録者51名、延べ
利用者数は51人と
なった。前年度よ
りも利用者数は下
回っているが、成
果指標の計画値を
満たしている。利
用者が下回った理
由として、実施し
たアンケートによ
ると多くの家庭で
は児童が病気に
なった際、一時的
に何らかの保育手
段があったと考え
られる。利用者に
は施設の環境、保
育士の対応につい
て、概ね満足頂い
ていることから引
き続き安全安心な
環境整備を図って
いく。

判断理由：
運営にあたり委
託料を支払って
おり、受入れが
少ないと必然的
に効率性は低く
なるが、登録者
は徐々に増えて
おり保護者の安
心感に繋がって
いると思われ
る。また利用の
ない日において
は、病気を予防
する観点から手
洗いや歯磨き等
をテーマとした
大型絵本の読み
聞かせ等、保育
所支援を行って
おり事業として
は「良好」と判
断した。

今後の方向性 現状のまま継続

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

H30：
病児・病後児保育事業は、保護者の勤務等の理由から病気の児童を家庭で保育できない場合のセーフ
ティネットとして必要であり、平成29年度及び平成30年度に実施した利用者へのアンケートでは、「満
足」「やや満足」が86％（平成29年度）、91％（平成30年度）と高い満足度となった。また平成29年度
アンケートにおいて、昼食についての要望があったことから検討を進め、平成30年度から昼食の提供を
開始し、平成30年度アンケートでも概ね好評を得たことから現状のまま継続する。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25： H28：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/箇所）

成果指標１
（単位/％　）

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：病児・病後児保育充足率 指標の求め方：病児・病後児保育受入数／病児・病後児保育施設利用申込数（％）

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：病児・病後児保育実施箇所数 指標の求め方：病児・病後児保育を実施している施設数（箇所）



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

6－1－3 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 3,000,000 3,000,000 3,000,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 12,658,230 12,658,230 12,658,230

0 0 15,600,000 15,600,000 15,600,000 15,600,000 62,400,000 62,400,000

0 0 15,600,000 -16,233,000 -16,327,000 -3,150,000 -20,110,000 -20,110,000

0 0 0 -15,424,690 -9,319,020 -3,207,630 -27,951,340 -27,951,340

0 0 0 0 0 0 0 15,600,000 15,600,000 15,600,000 15,600,000 62,400,000 62,400,000

0 0 0 0 0 0 0 15,600,000 -16,233,000 -16,327,000 -3,150,000 -20,110,000 -20,110,000

0 0 0 0 0 0 0 15,658,230 -15,424,690 -9,319,020 -3,207,630 -12,293,110 -12,293,110

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 多子世帯保育料負担軽減補助事業 平成　28  年度　～　　　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－2－1 社会福祉課子ども保育係

目的
(何のために実施する
のか）

保育所入所において第１子とする年齢を、現行、就学前の児童（保育所等に同時入所している場合）としている年齢制限
を撤廃し、保育料軽減対象者の拡大を図ることで多子世帯における保護者の経済的負担を軽減し、第２子以降の出産を後
押しする。

平成28年度より、国は年収360万円未満の多子世帯について第１子とする年齢の上限を撤廃し、第２子を半額、第３子を無料とすると
したが、市独自の子育て支援施策として、それに上乗せする形で、年収360万円以上の世帯についても第１子とする年齢の上限を撤廃
し、第２子は保育料を半額、第３子は無料とする。国の制度に基づいた形でいったん保育料を納めてもらった後、保護者から申請を
受け、該当者に対し軽減分（年齢制限を撤廃し、子どもの数をカウントしなおした差額）を補助する。（年２回、10月・４月支払
い）

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内に住所を有する、国が実施する多子軽減の対象外となる世帯で、子を２人以上持つ現在入所中の利用者かつ保育料の
未納が無い者。
　現行制度から児童のカウントが変更になる世帯。

多子世帯における保護者の経済的負担を軽減することで、安心して子どもを生み育てられる環境を整備し、少子化対策に
つなげることができる。

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

砂川市における子育て支援の政策として、Ｈ28年より開始。
H29年度までは保育料を納めてもらった後、保護者から申請を受け、該当者に対し軽減分（年齢制限を撤廃し、子どもの数をカウントしなおした差額）を補助（年２回、10月・４月支払い）していたところであるが、申請行為等の事務的負担の軽
減を図るため、H30年度より軽減分の補助算定額を当初保育料算定額から減額（歳入減）することとした。（「砂川市多子世帯保育料負担軽減補助金交付要綱」は廃止）

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

予算計上額

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

実　績　額 0

事業費予算の
内容

補助金
15,600,000円

軽減分の補助算定
額を当初保育料算
定額より減額（歳
入減）することと
したためマイナス
表記

軽減分の補助算定
額を当初保育料算
定額より減額（歳
入減）することと
したためマイナス
表記

軽減分の補助算定
額を当初保育料算
定額より減額（歳
入減）することと
したためマイナス
表記

前年度予算と
の比較

（増減理由）

利用見込み児童数
の増

利用見込み児童数
の増

幼児教育・保育の
無償化により10月
以降の3歳から5歳
児の保育料が0円と
なり、多子世帯へ
の影響額が減

実績との比較
（増減理由）

対象児童数の増 対象児童数の減 幼児教育・保育
の無償化により
10月以降の3歳か
ら5歳児の保育料
が0円となり、多
子世帯への影響
額が減

対象児童数の増



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 81 81 81 81

実績値 68 56 61 11

計画値 215 220 225 230

実績値 220 224 253 249

達成されている

少し上がっている

少し上がっている

総合評価 良好である

自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析：
成果指標につい
ては実績値が計
画値を上回っ
た。
0～2歳の低年齢
で入所する世帯
が多く、育児休
暇等を切り上げ
て早期に復職す
る世帯が増加傾
向にあるため、
待機児童が出な
いよう保育士の
確保対策が必要
である。

自己分析：
成果指標につい
ては実績値が計
画値を上回っ
た。
今年度から補助
申請ではなく、
当初より歳入減
としており、対
象世帯の事務的
負担と経済的負
担の軽減が図ら
れている。

自己分析：
成果指標につい
ては実績値が計
画値を上回っ
た。
保護者は経済的
負担の軽減によ
り、低年齢での
入所を希望し、
早期に復職する
傾向にあり、今
年度は基準の範
囲内で保育所定
員を超えて児童
の受入れを行っ
た。
幼児教育・保育
の無償化の対象
外となる0～2歳
児については、
今後も支援して
いく。

自己分析：
成果指標につい
ては実績値が計
画値を上回っ
た。
今年度において
も0～2歳の低年
齢で入所を希望
する世帯が多
く、育児休暇等
を切り上げて早
期に復職する傾
向にあった。今
後も引き続き
ニーズの高まり
が予想されるこ
とから、待機児
童が出ないよう
保育士の確保対
策などが必要で
ある。

判断理由：
交付件数は減少
しているが、29
年度より開始さ
れた道の多子軽
減で対象となっ
ている世帯を含
めると90件を超
える状況にあ
る。対象となる
多子世帯の経済
的負担の軽減が
図られており、
入所児童数は増
加傾向にあるこ
とから「良好」
と判断した。

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：多子世帯保育料負担軽減補助金交付件数 指標の求め方：補助金の交付件数（対象児童数）（件）

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：保育所入所児童数 指標の求め方：保育所を利用している児童数（人）

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/件）

成果指標１
（単位/人）

H30：
経済的負担が軽減されることで、低年齢での入所を希望する保護者も多く、今後も増加の見込みであるこ
とから、保育士確保や受入れにおける施設面積等の問題など、待機児童を出さないよう総合的に検討して
いかなければならない。
なお、令和元年10月より幼児教育の無償化が実施されるが、対象は３歳～５歳の全世帯及び０歳～２歳の
非課税世帯となっており、０歳～２歳の課税世帯については無償化の対象外であることから、引き続き支
援していく。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25： H28：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

6－1－3 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 -5,895,000 -5,895,000 -5,895,000 -5,895,000 -23,580,000 -23,580,000

0 0 -5,894,000 -6,132,000 -3,138,000 -2,101,000 -17,265,000 -17,265,000

0 0 -5,831,000 -4,333,689 -3,326,950 -1,799,771 -15,291,410 -15,291,410

0 0 0 0 0 0 0 -5,895,000 -5,895,000 -5,895,000 -5,895,000 -23,580,000 -23,580,000

0 0 0 0 0 0 0 -5,894,000 -6,132,000 -3,138,000 -2,101,000 -17,265,000 -17,265,000

0 0 0 0 0 0 0 -5,831,000 -4,333,689 -3,326,950 -1,799,771 -15,291,410 -15,291,410

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 保育料軽減事業 平成　27  年度　～　　　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－2－1 社会福祉課子ども保育係

目的
(何のために実施する
のか）

すべての階層の保育料を一律10％減額し、子育て世帯の経済的負担軽減を図る。 H27年９月分保育料から10％減額する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内に住所を有する現在入所中の利用者。
保護者の経済的負担を軽減することで、安心して子どもを生み育てられる環境を整備し、少子化対策につなげることが
できる。

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

砂川市における子育て支援の政策として、Ｈ27年9月分保育料より減額開始。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

予算計上額

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

実　績　額 0

事業費予算の
内容

保育料（保育料
の減額のため、
事業費がマイナ
スになってい
る）

保育料（保育料
の減額のため、
事業費がマイナ
スになってい
る）

保育料（保育料
の減額のため、
事業費がマイナ
スになってい
る）

保育料（保育料
の減額のため、
事業費がマイナ
スになってい
る）

前年度予算と
の比較

（増減理由）

利用見込み児童
数の増

多子軽減補助金を廃止
し、当初保育料より歳入
減としたため、当事業の
影響を受けなくなった世
帯の増及び10月からの幼
児教育無償化による減

幼児教育・保育の
無償化による前年
は積算していた3
歳から5歳児の4月
から9月までの保
育料の減

実績との比較
（増減理由）

ほぼ同額 多子軽減補助金を廃止
し、当初保育料より歳
入減としたため、当事
業の影響を受けなく
なったため

利用児童数の増 利用児童数の減



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 215 220 225 230

実績値 220 224 253 249

計画値 215 220 225 230

実績値 220 224 253 249

達成されている

上がっている

上がっている

総合評価 良好である

自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析：
活動指標、成果
指標ともに実績
値が計画値を上
回った。
0～2歳の低年齢
で入所する世帯
が多く、育児休
暇等を切り上げ
て早期に復職す
る世帯が増加傾
向にあるため、
待機児童が出な
いよう保育士の
確保対策が必要
である。

自己分析：
活動指標、成果
指標ともに実績
値が計画値を上
回った。
経済的ハードル
が下がること
で、育児休暇等
を切り上げて早
期に復職する世
帯が増加傾向に
あり、低年齢入
所が増加してい
ることから待機
児童を出さぬよ
う保育士確保や
面積基準などを
総合して検討し
ていかなければ
ならない。

自己分析：
活動指標、成果
指標ともに実績
値が計画値を上
回った。
保護者は経済的
負担の軽減によ
り、低年齢での
入所を希望し、
早期に復職する
傾向にあり、今
年度は基準の範
囲内で保育所定
員を超えて児童
の受入れを行っ
た。
幼児教育・保育
の無償化の対象
外となる0～2歳
児については、
今後も支援して
いく。

自己分析：
成果指標につい
ては実績値が計
画値を上回っ
た。
今年度において
も0～2歳の低年
齢で入所を希望
する世帯が多
く、育児休暇等
を切り上げて早
期に復職する傾
向にあった。今
後も引き続き
ニーズの高まり
が予想されるこ
とから、待機児
童が出ないよう
保育士の確保対
策などが必要で
ある。

判断理由：
活動指標、成果
指標ともに増加
傾向であり、対
象となる世帯の
経済的負担の軽
減が図られてい
る。しかしなが
ら、入所者が増
えれば保育士確
保が必要とな
り、依然として
延長パート保育
士等が不足して
いる現状から
「極めて良好」
とは言えず「良
好」と判断し
た。

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：保育料負担軽減対象児童数 指標の求め方：減額対象児童数（人）

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：保育所入所児童数 指標の求め方：保育所を利用している児童数（人）

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人）

成果指標１
（単位/人）

H30：
平成27年９月分保育料より、すべての階層の保育料を一律10％軽減しており、保護者の経済的負担軽減
が図られている。
令和元年10月より幼児教育の無償化が実施されるが、対象は３歳～５歳の全世帯及び０歳～２歳の非課
税世帯となっており、０歳～２歳の課税世帯については無償化の対象外であることから、引き続き支援
していく。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25： H28：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

6－1－3 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 2,680,000 2,680,000 2,680,000 2,680,000 10,720,000 10,720,000

0 0 2,680,000 2,138,000 1,007,000 5,825,000 5,825,000

0 0 1,915,750 2,059,190 649,530 0 4,624,470 4,624,470

0 0 0 0 0 0 0 2,680,000 2,680,000 2,680,000 2,680,000 10,720,000 10,720,000

0 0 0 0 0 0 0 2,680,000 2,138,000 1,007,000 0 5,825,000 5,825,000

0 0 0 0 0 0 0 1,915,750 2,059,190 649,530 0 4,624,470 4,624,470

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 多子世帯保育料負担軽減補助事業（幼稚園） 平成　29  年度　～　　　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－2－1 社会福祉課子ども保育係

目的
(何のために実施する
のか）

　幼稚園入園において、現行、小学校３年生までの児童としている多子軽減の第１子の年齢制限を撤廃し、保育料軽減
対象者の拡大を図ることで多子世帯における保護者の経済的負担を軽減し、幼稚園への就園を支援するとともに小学校
へのスムーズな就学を図る。

平成28年度より、国は年収360万円未満の多子世帯について第１子とする年齢の上限を撤廃したが、市独自の子育て支援施策として、それに上乗せする形で、年収
360万円以上の世帯についても第１子とする年齢の上限を撤廃し、第２子は保育料を半額、第３子は無料とする。国の制度に基づいた形でいったん保育料を納めても
らった後、保護者から申請を受け、該当者に対し軽減分（年齢制限を撤廃し、子どもの数をカウントしなおした差額）を補助する。（年２回、10月・４月支払い）
　砂川天使幼稚園が子ども・子育て支援新制度にのっとり、平成29年度より施設型給付を受ける特定教育施設となるため、平成29年度から事業開始とする。従来の
就園奨励費補助は廃止。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内に住所を有する、国が実施する多子軽減の対象外となる世帯で、子を２人以上持つ現在入園中の利用者かつ保育料
の未納が無い者。
　現行制度から児童のカウントが変更になる世帯。

多子世帯における保護者の経済的負担を軽減することで、保護者が安心して子どもの教育を行える環境を整備し、少子
化対策につなげることができる。

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

平成29年度から砂川天使幼稚園が私立幼稚園のまま国の子ども・子育て支援新制度に移行することに伴い、天使幼稚園は就園奨励費補助金の適用外となるが、平成28年度の段階で多子世帯に対する就園奨励費補助が政策的に拡大されていたた
め、新制度に移行しても保護者に負担のないよう新制度移行幼稚園に通う保護者に対し、多子世帯の年齢制限撤廃を実施する。
令和元年10月から幼児教育・保育の無償化が開始され、幼稚園に通う満３歳から５歳のすべての児童が保育料０円となったことで、補助の必要がなくなったことから砂川市幼稚園保育料負担軽減補助金交付要綱を廃止。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

予算計上額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

予算計上額

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

実　績　額 0

事業費予算の
内容

補助金
2,680,000円

補助金
2,138,000円

補助金
1,007,000円

幼児教育・保育
の無償化によ
り、事業廃止

前年度予算と
の比較

（増減理由）

見込交付対象児
童数の減

見込交付対象児
童数の減及び10
月からの幼児教
育無償化による
減

実績との比較
（増減理由）

交付対象児童数
の減

交付対象児童数
の減

交付対象児童数
の減

幼児教育・保育
の無償化によ
り、事業廃止



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 25 25 25 25

実績値 18 20 14 0

計画値 127 130 135 135

実績値 129 123 88 78

ほぼ達成されている

あまり上がってい
ない

変わらない

総合評価 良好である

自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析：
成果指標につい
ては実績値が計
画値を上回っ
た。
交付対象児童数
は計画値に満た
なかったが、対
象となる子育て
世帯の経済的負
担軽減は図られ
ている。

自己分析：
活動指標及び成
果指標ともに実
績値が計画値を
下回ったが、対
象となる子育て
世帯の経済的負
担軽減は図られ
ている。
入園児童数につ
いては、少子化
傾向の中、大幅
に増加すること
は考え難いが、
次年度10月から
の幼児教育無償
化により、満3
歳児等低年齢の
入園増加が予想
されるところで
ある。

自己分析：
幼児教育・保育
の無償化により
入園児童の増加
を見込んでいた
ところである
が、大幅に減少
し、活動指標及
び成果指標とも
に実績値が計画
値を下回った。
しかしながら対
象となる子育て
世帯の経済的負
担軽減は図られ
た。

自己分析：
幼児教育・保育
の無償化によ
り、事業廃止

判断理由：
幼稚園の入園に
おいては、保護
者の就労状況に
もよるため、多
少の増減は仕方
がないところで
あり、対象とな
る多子世帯の経
済的負担軽減は
図られているこ
とから「良好」
と判断した。

今後の方向性 廃止

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：多子世帯保育料負担軽減補助金交付件数 指標の求め方：補助金の交付件数（対象児童数）（件）

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：幼稚園入園児童数 指標の求め方：幼稚園を利用している児童数（人）

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/件）

成果指標１
（単位/人）

H30：
2019年10月より幼児教育の無償化が実施されることに伴い、幼稚園入園者満３歳児～５歳児のすべてが
保育料の無償化対象となるため、本事業は来年度をもって廃止される予定。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25： H28：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

6－1－3 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 8,784,000 8,784,000 8,784,000 8,784,000 35,136,000 35,136,000

0 0 8,784,000 8,137,000 3,485,000 20,406,000 20,406,000

0 0 7,690,012 7,219,912 2,839,064 0 17,748,988 17,748,988

0 0 0 0 0 0 0 8,784,000 8,784,000 8,784,000 8,784,000 35,136,000 35,136,000

0 0 0 0 0 0 0 8,784,000 8,137,000 3,485,000 0 20,406,000 20,406,000

0 0 0 0 0 0 0 7,690,012 7,219,912 2,839,064 0 17,748,988 17,748,988

交付対象児童数
の減

交付対象児童数
の減

交付対象児童数
の減

幼児教育・保育
の無償化によ
り、事業廃止

実績との比較
（増減理由）

見込交付対象児
童数の減

見込交付対象児
童数の減及び10
月からの幼児教
育無償化による
減

幼児教育・保育
の無償化によ
り、事業廃止

前年度予算と
の比較

（増減理由）

補助金
8,784,000円

補助金
8,137,000円

補助金
3,485,000円

実　績　額 0

事業費予算の
内容

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

予算計上額

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

平成29年度から、砂川天使幼稚園が私立幼稚園のまま国の子ども・子育て支援新制度に移行することに伴い、今後幼稚園の保育料は市で定めることとなったが、国の上限額とする市の保育料が現行の天使幼稚園の保育料とかけ離れているこ
と、また、新制度移行により就園奨励費補助金の対象でなくなることなどから、幼稚園に入園する保護者の負担増を緩和するため、現行制度の保育料と新制度によって生じる保育料の差額を政策的に補助することとした。
令和元年10月から幼児教育・保育の無償化が開始され、幼稚園に通う満３歳から５歳のすべての児童が保育料０円となったことで、補助の必要がなくなったことから砂川市幼稚園保育料負担軽減補助金交付要綱を廃止。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

平成29年度から、砂川天使幼稚園が私立幼稚園のまま国の子ども・子育て支援新制度に移行することに伴い、今後幼稚園の保育料
は市で定めることとなったが、国の上限額とする市の保育料が現行の天使幼稚園の保育料とかけ離れていること、また、新制度移
行により、就園奨励費補助金の対象でなくなることなどから、幼稚園に入園する保護者の負担増を緩和するため、現行制度の保育
料と新制度によって生じる保育料の差額を補助し、幼稚園への就園を支援することで小学校へのスムーズな就学を図る。

幼稚園の保育料については、国の上限額とする。
　従来の保育料及び就園奨励費補助との差額を補助額とした上で国の多子軽減、さらに砂川市の多子軽減を適用。（第２子に関し
ては経過措置となり、新入園児については差額が出たとしても国の制度上の保育料とする。）
　砂川天使幼稚園が子ども・子育て支援新制度にのっとり、平成29年度より施設型給付を受ける特定教育施設となるため、平成29
年度から事業開始とする。従来の就園奨励費補助は適用外。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内に住所を有する世帯で現在入園中の利用者かつ保育料の未納が無い者。
　現行制度から保育料の負担額が変更になる世帯。（一部経過措置のない世帯を除く）

幼稚園に入園させる保護者の経済的負担を軽減することで、保護者が安心して子どもの教育を行える環境を整備し、少
子化対策につなげることができる。

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 保育料軽減事業（幼稚園） 平成　29  年度　～　　　―　年度

事業性質区分 新規・継続 2－2－1 社会福祉課子ども保育係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 118 118 118 118

実績値 109 104 84 0

計画値 127 130 135 135

実績値 129 123 88 78

ほぼ達成されている

あまり上がってい
ない

変わらない

総合評価 良好である

自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析：
成果指標につい
ては実績値が計
画値を上回っ
た。
交付対象児童数
は計画値に満た
なかったが、対
象となる子育て
世帯の経済的負
担軽減は図られ
ている。

自己分析：
活動指標及び成
果指標ともに実
績値が計画値を
下回ったが、対
象となる子育て
世帯の経済的負
担軽減は図られ
ている。
入園児童数につ
いては、少子化
傾向の中、大幅
に増加すること
は考え難いが、
次年度10月から
の幼児教育無償
化により、満3
歳児等低年齢の
入園増加が予想
されるところで
ある。

自己分析：
幼児教育・保育
の無償化により
入園児童の増加
を見込んでいた
ところである
が、大幅に減少
し、活動指標及
び成果指標とも
に実績値が計画
値を下回った。
対象となる子育
て世帯の経済的
負担軽減は図ら
れた。

自己分析：
幼児教育・保育
の無償化によ
り、事業廃止

判断理由：
幼稚園の入園に
おいては、保護
者の就労状況に
もよるため、多
少の増減は仕方
がないところで
あり、対象とな
る子育て世帯の
経済的負担軽減
は図られている
ことから「良
好」と判断し
た。

今後の方向性 廃止

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

H30：
2019年10月より幼児教育の無償化が実施されることに伴い、幼稚園入園者満３歳児～５歳児のすべてが
保育料の無償化対象となるため、本事業は来年度をもって廃止される予定。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25： H28：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/件）

成果指標１
（単位/人）

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：幼稚園入園児童数 指標の求め方：幼稚園を利用している児童数（人）

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：保育料負担軽減補助金交付件数 指標の求め方：補助金の交付件数（対象児童数）（件）


